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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

○人件費 類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は低くなっています。この要因としては、公債費に係る経常収支比率が大きいため、人件費に対する

割合が低いもと思われます。人件費に係る人口１人当たりの歳出決算額は類似団体平均を上回っています。合併により類似団体より職員数が多いものと思われますので、

今後も定員管理計画に基づき人件費の抑制に努めます。

○物件費 類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支率は低くなっています。この要因としては、公債費に係る経常収支比率が大きいため、物件費に対する割

合が低いもと思われます。人口１人当たりの歳出決算額は類似団体平均を上回っています。特に委託料が大きく上回っており、主な要因は住民基本台帳や税務、財政関

係の電算処理を外部へ委託していることや観光施設などの指定管理料が多いことによるものと思われます。

○扶助費 扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っています。これは平成18年1月1日から福祉事務所を設置したことにより、類似団体には無い生活保護

費や養護老人ホームに係る老人保護措置費などが類似団体よりも高いと思われます。

○公債費 公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を大きく上回っています。これは道路や上下水道施設などの社会基盤整備を行ってきたことにより公債費が類似

団体よりも多いものと思われます。平成19年度から繰上償還の効果により減少傾向にありますが、依然として高い比率となっています。今後も引き続き町債の繰上償還や

新規発行の抑制を行い、町債在高の削減を図って行きます。

○補助費等 補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っていますが、これは町立病院への補助金や債務負担行為による償還助成金などが主な要因だと

思われます。平成19年度から平成21年度に大幅な伸びを示していますが、これは、町立病院に対する補助金の増加や学校給食に係る委託料を平成20年度から補助金

に変更したことによるものと思われます。

○その他 その他に係る経常収支は公営企業会計への操出金と出資金が主な経費となっています。類似団体平均と比較すると平成21年度は上回っています。これは、

下水道会計の公債費増加に伴う繰出金の増加と病院事業会計の公債費に伴う出資金を平成21年度から経常経費としたことによるものと思われます。また、平成19年度

と平成20年度の伸びは、簡易水道会計や老人保健会計への操出金が増加したことと後期高齢者医療制度により、その特別会計への繰出金が増加したことによるものと

思われます。

○普通建設事業費 平成21年度の普通建設事業費の人口1人当たりの歳出決算額は、類似団体平均も経済対策等により増加している思われますが、それを本町は大き

く上回っています。これは、頓原中学校屋内運動場の耐震補強工事や町営住宅の建設、県民の森の取得などを行ったことによるものです。平成22年度も赤来中学校耐震

補強工事や携帯電話不感地域解消事業などにより、普通建設事業費は減少しないものと思われますが、引き続き公債費の償還額も考慮しながら計画的に事業を実施し、

後年度の財政負担抑制に努めます。

分析欄



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 885,786 156,555 129,925 20.5
賃金（物件費） 41,323 7,303 11,774 ▲ 38.0
一部事務組合負担金（補助費等） 134,445 23,762 21,007 13.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 38,125 6,738 3,013 123.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 15,738 2,782 5,691 ▲ 51.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 17,179 3,036 3,464 ▲ 12.4
▲退職金 ▲ 114,825 ▲ 20,294 ▲ 14,584 39.2
合計 1,017,771 179,882 160,291 12.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 17.67 14.33 3.34
ラスパイレス指数 94.6 94.7 ▲ 0.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,445,372 255,456 113,693 124.7

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 559 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 352,347 62,274 22,461 177.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

41,792 7,386 6,991 5.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

30,575 5,404 3,827 41.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 40 -

▲特定財源の額 ▲ 49,040 ▲ 8,667 ▲ 5,008 73.1
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,329,206 ▲ 234,925 ▲ 89,570 162.3

合計 491,840 86,928 52,994 64.0

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,323,841 217,201 ▲ 39.0 121,414 9.8 ▲ 48.8

うち単独分 837,632 137,429 ▲ 47.1 58,925 ▲ 14.4 ▲ 32.7

1,081,704 180,766 ▲ 16.8 124,895 2.9 ▲ 19.7

うち単独分 763,386 127,571 ▲ 7.2 61,345 4.1 ▲ 11.3

510,980 88,009 ▲ 51.3 110,324 ▲ 11.7 ▲ 39.6

うち単独分 387,757 66,786 ▲ 47.6 55,684 ▲ 9.2 ▲ 38.4

777,314 135,657 54.1 114,677 3.9 50.2

うち単独分 579,814 101,189 51.5 55,912 0.4 51.1

2,036,923 360,008 165.4 174,443 52.1 113.3

うち単独分 1,190,618 210,431 108.0 89,518 60.1 47.9

過去５年間平均 1,146,152 196,328 22.5 129,151 11.4 11.1

うち単独分 751,841 128,681 11.5 64,277 8.2 3.3
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当該団体値 類似団体平均値




